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１．主題の設定

• 中小企業、新規参入関連政策と
具体的競争政策の関連

中小企業、新規参入に対する評価は変化

↓

競争政策への見方の変化
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２．日本の中小企業政策の
本格的始まり（前史－競争政策との

深い仲）

・ 第一次世界大戦後の不況時(1920年代）の
中小工業問題

輸出組合制度の創設

→ 競争制限的措置が、中小企業政策の

本格的始まり（中小企業間の過当競

争による粗悪品廉売の制限）
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３．戦中期の中小企業政策（前史２
－競争性政策との深い仲）

• 系列化の促進（協力工場）
→ 下請系列化による経済統制（原材料

の軍需生産への集中化）

→ 反競争政策としての中小企業政策
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４．占領下の中小企業政策
（競争政策との親和性）

• GHQにおける中小企業政策の担当部局は反トラ
ストカルテル課）

• 中小企業庁設置法(1948) 
「健全な独立の中小企業」は経済集中を防止し、か
つ企業を営もうとする者に公平な機会を確保」

独占禁止法(1947）
→ 経済的集中を独占禁止法で抑え、中小企業
支援で分散（黒瀬(2006)） → 拮抗力
Galbreith(1952））
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５．占領下の中小企業政策２
（競争政策との協調性）

• 前提としての規模の違いを超えた中小企業、新
規参入と大企業の競争

→ 新規参入中小企業も既存企業の企業行動
に影響
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６．実証研究の結果
• 定式化された結論（Stylized Ｒｅｓｕｌｔｓ） として「新規参入
に対する既存企業の対応は、選択的」 Geroski(1995) 

• 日本での調査（中小企業庁(1985)、(2002)） → 新規参
入企業・中小企業は既存大企業にとって即、脅威というわ
けではない。

中小企業の主たる競合先(製造業)
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７．旧中小企業基本法と競争政策
（競争政策との対立と依存）

• 大企業の中小企業への優越的地位の濫用防止
（下請代金支払遅延等防止法（1956））

• 中小企業基本法(1963)
→ 中小企業の定義（従業員等での絶対的基準）

→ 中小企業と大企業の二重構造（近代的大企
業部門と前近代的中小企業部門の間の生産性、
賃金格差）の解消

→ 物的生産性向上と価値実現性の強化のため
の中小企業政策（組織化等、下請取引適正化
等）
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８．旧中小企業基本法体系と
競争政策（2）
前提となる市場観
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９．経済のグローバル化に伴う
経営環境変化

• 海外の競争者の登場（1980～） → 政策的な
下請保護の限界

• 中小企業自身は独自技術やノウハウによる生
残り模索（これができないと長期的に淘汰）

→ スモール・トップ・シェア企業が典型

(例)
ちょうつがい(ヒンジ）の

ストロベリーコーポレーション
(103人）

装飾メッキのエビナ電化工
業（100人）

バイブレーションのメイト
(107人）
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10．新規参入とニューサービス

出所：中小企業庁HP
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新たに形成されたニューサービス市場への
参加者の変遷（参入時と現在）

→ 誰もいない所に参入

11．新規参入とニューサービス
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12.新規参入と競争政策（１）
・新古典派的参入理論（下図）

・シュンペーター的企業家 → 戦略的ニッチ形成に
よる「独占的状況」の創出

P=価格，
C=費用

Q=供給量

限界費用=MC
平均費用=AC

P０

P＜P0なら企業が参入

P>P0なら企業が参入

P=P0で企業の参入，
退出無し
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13．新規参入企業、中小企業と
競争政策の新しい関係

・獲得した独占的状況をどう維持していくか→強い
中小企業やニッチを見つけた新規参入者の課題

・独占禁止法と新中小企業基本法下の中小企業政
策（創業や経営革新（イノベーション）支援、個別
企業支援） → 蜜月の終焉？

→ ただし、中小企業にとっては健全性の証？


